
滋賀県県民生活部県民活動生活課
滋賀県消費生活センター

１　相談件数
平成28年度に県および市町の消費生活相談窓口に寄せられた相談件数は、12,577件で、

前年度に比べ760件（5.7％）減少しました。

２　契約者の内訳

相談件数を契約者の年齢別に見ると、「70歳以上」の占める割合が21.0％と最も高く、
次いで「60歳代」で16.2％となっています。職業別では、「給与生活者」が最も高く３分
の１以上を占め、次いで「無職」が26.2％となっています。

※比率は、小数点以下第2位で四捨五入していますので、合計が100%にならない場合があります。（以下の表も同様）

平成２８年度の消費生活相談の状況

Ⅰ 総括

 

○ インターネット関連の相談件数が突出 

 ・ 不当請求の相談が依然として高水準 

 ・ インターネット通販の契約トラブルが４年で２倍に  

○ 高齢者の消費生活相談件数は引き続き高水準で推移（全体の３割） 

○ 若者のマルチ取引に関するトラブル増加 

平成28年度消費生活相談の特徴 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

相談件数 15,898 13,794 14,054 12,941 12,542 12,121 13,841 13,949 13,337 12,577
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※1

※2

インターネット情報サービス：アダルト情報サイト、出会い系サイト、オンラインゲームなどインターネットを通じ
て得られる情報・サービスのこと

　商品・サービス別に見ると、「インターネット情報サービス※1」に関する相談が前年度
に引き続き最も多く、2,380件となっています。加えて、通信インフラ関連である「光回

線・プロバイダ関連サービス」と「移動通信サービス※2」を合計すると、3,172件とな
り、インターネットや通信に関する相談が全体の4分の1を占めている状況です。
　「フリーローン・サラ金」の相談は、前年度の507件から440件へ減少し、「工事・建
築」は350件前後で横ばい傾向が続いています。「健康食品」はダイエット・美容食品等
の相談が、前年度295件から353件へと約20％増加しました。

移動通信サービス：携帯電話・スマートフォン、タブレットなどの移動通信に関連したサービスのこと

４　販売形態別　　

相談の内容を販売形態別に見ると、「通信販売」に関するものが全体の３分の１
（33.4％）を占めており、次に、「店舗購入」（22.8％）、「訪問販売」(8.8%)、「電話
勧誘販売」(8.3%)と続いています。実店舗を介さずに契約する形態が高い割合を占める傾
向にあります。

10　↑ 電話機・電話機用品 159 11 16 18

９　↑ 修理サービス 184 10 8 10

８　－ 移動通信サービス　※2 235 8 13 9

７　－ 自動車 279 7 7 6

６　↓ 賃貸住宅 344 4 5 5

順位 順位 順位

３　－ フリーローン・サラ金 440 3 2 3

２　－ 光回線・プロバイダ関連サービス 557 2 3 7

5

５　↑ 健康食品 353 6 6 2

4 4

３　商品・サービス別

平成28年度 27年度 26年度 25年度

１　－ インターネット情報サービス　※1 2,380 1 1 1

順位 商品・サービス名 件数(件)

４　↑ 工事・建築 354
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【販売形態別割合】 【販売形態別相談件数】 

販売形態 Ｈ28 Ｈ27 対前年比

通信販売 4,195 3,952 6.1%

店舗購入 2,872 3,069 -6.4%

訪問販売 1,101 1,174 -6.2%

電話勧誘販売 1,042 1,228 -15.1%

マルチ取引 170 161 5.6%

訪問購入　 100 146 -31.5%

その他無店舗 90 142 -36.6%

送り付け商法 61 53 15.1%

不明・無関係 2,946 3,412 -13.7%
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※

　 《実在の事業者を騙る架空請求》

《消費者へのアドバイス!! 》
☞

☞

Ⅱ 平成28年度における特徴的な相談内容

１　インターネット関連の相談件数が突出

インターネット情報サービスの相談件数は前年度より58件増加して2,380件でした。平
成26年度以降３年連続で2,000件を超えており、相談全体の２割近くを占めています。

　（１）　不当請求の相談が依然として高水準

スマートフォンに「有料動画料金の未納がある」というＳＭＳがきたが、全く心当たりがなかったので、表
示されていた動画配信サービス事業者の相談窓口に電話をした。すると「料金は遅延損害金を合わ
せて20万円」「１時間以内にコンビニで電子マネーのギフトカードを購入し、その後電話で指示をする
ので連絡するように」と言われた。支払わなければならないか。（70歳代　女性）

　インターネット情報サービスの内容には、出会い系サイトやオンラインゲーム、イン
ターネット上でダウンロードするセキュリティソフトなど、多種多様な情報サービスに関
するものがあり、サイト料金の不当請求（アダルトサイト等のワンクリック請求※や架空
請求）が相談の８割近く（1,834件）と、依然として高い水準で推移しています。

覚えのない請求メールなどには、相手の連絡先が記載されていても、絶対に電話しないようにしま
しょう。業者に連絡することで個人情報が知られ、さらに請求を受けるおそれがあります。
相手から言われるままにギフトカードなどを購入したり、ギフトカードの番号を伝えたりしないようにしま
しょう。相手にカード番号を伝えることはお金を渡したのと同じこととなり、取り戻すのは困難です。

特に、実在の動画配信サービス事業者や通販サイト事業者を騙るメールの相手方に連絡
してしまい、高額な料金を請求されたといった事案が目立ちます。

ワンクリック請求：アダルトサイトなどにおいて、利用料金・利用規約について明確な説明がないまま、または事実
と異なる説明によりクリックを促し、リンク先において即座に「契約完了」や「料金請求」といった内容を表示さ
せ、金銭を支払わせようとする手口

件 

【インターネット情報サービスの相談件数推移】 
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　 《お試しのはずが定期購入となっていた健康食品》

《消費者へのアドバイス!! 》
☞

☞

　（２）　インターネット通販の契約トラブルが４年で２倍に

　インターネット通販の相談件数は、前年度の602件から754件へと25％増加しました。
平成24年度の332件と比べると２倍以上に増加しています。

インターネット通販の契約者年齢別割合を見ると、最多が「40歳代」で24％を占めてい
ます。次に「30歳代｣(22％)、｢50歳代｣(19％)、｢20歳代｣(14％)と続き、すべての年代に
おいてインターネットを利用して商品を購入し、契約トラブルになっていることが分かり
ます。

また、健康食品や化粧品などのインターネット広告を見て、お試し１回限りで安く購入
できると思って契約したが、実際には複数回の購入が条件となっていた、という定期購入
のトラブルが急増しており、前年度の75件から162件へと２倍以上となっています。

インターネット広告で、「お試し１か月500円のサプリメント」と表示されていたので１回限りだと思い申し
込んだ。商品到着後、「４か月必須コース」だと気づいた。返品したい。（40歳代　女性）

契約内容や解約条件について広告の内容を十分確認してから申込みましょう。インターネットの注
文画面を印刷したり、注文確認メールを保存しておきましょう。

広告に「お試し（価格）」「初回○円」「送料のみ」などの表示があるときは、①定期購入が条件に
なっていないか、②定期購入期間内に解約が可能か、③解約の申し出先や方法（電話・メール
等）などについて、商品を注文する前に十分確認しましょう。

事例２ 

件 

【インターネット通販の契約者年齢別割合】 
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【商品上位５品目】 

【定期購入のトラブル件数推移】 
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0 
年度 

年度 件数
H28 162
H27 75
H26 30

順位 商品名 件数
1 健康食品 135
2 化粧品 67
3 紳士・婦人洋服 61
4 飲料 43
5 靴 29
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　 《訪問販売で次々と契約した屋根修理工事》

《消費者へのアドバイス!! 》
☞

☞
☞

　高齢者を被害から守るためには、家族や地域の方々の「見守り」が重要です！
  　①声をかける（困っていることはないか聞いてみる）
 　 ②話を聞く（一緒に解決方法を考える）
  　③つなぐ（被害にあっていたら消費生活センターへの相談をすすめる）ことを心がけましょう。

　業者が来訪し「瓦のつなぎ目から雨漏りの可能性がある」と言われ、契約し工事を行った。その後
「納戸も雨漏りする可能性がある」と修理を勧められたが「結構です」と断った。しかし、業者が「直し
てあげる」と強引に工事をしてしまった。支払いに納得できない。（契約者：80歳代　女性）

「修理しないと雨漏りする」などの説明が事実ではない場合もあります。決してその場では契約せ
ず、相手の言うことが事実なのか、必要な工事かどうかなどを、家族や周囲の人に相談しましょう。
工事を頼む際には、複数業者から見積りをとることも大切です。
訪問販売の場合、工事が終わっていてもクーリング・オフができる場合もあります。

２　高齢者の消費生活相談件数は引き続き高水準で推移（全体の３割）

高齢者に多い相談を商品・サービス別にみると、「インターネット情報サービス」が前
年度の385件から549件へと42.6％増加し、当該サービスに占める高齢者の割合は前年度か
ら6.5％増え、23.1％となっています。

また、高齢者は「工事・建築」や「修理サービス」など主に住宅関連の契約トラブルが
多い傾向です。なかには、独り暮らしの高齢者が訪問販売などで事業者に勧められ、誰に
も相談できないまま次々と高額な契約をしてしまうといったケース（次々販売）もありま
す。

高齢者（65歳以上）の相談件数は3,751件となり、平成24年度以降５年連続で3,000件を
超え、依然として高い水準で推移しています。全相談に占める割合は29.8％と約３割を占
めており、滋賀県の高齢者人口の割合（24.8％）を上回り、高止まりの状況となっていま
す。

事例３ 
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【高齢者の相談割合の推移】 
％ 

H28 H27 H28 H27

1 インターネット情報サービス 549 385 23.1% 16.6%

2 光回線・プロバイダ関連サービス 190 178 34.1% 28.9%

3 健康食品 142 139 40.2% 47.1%

4 工事・建築 119 123 33.6% 34.1%

5 修理サービス 81 86 44.0% 44.8%

順位 商品・サービス名
件数 高齢者の割合

※ 高齢者割合は「人口推計」（総務省統計局）から引用（各年度の数値は10月1日現在） 

【高齢者の上位５商品・サービス】 
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　 《先輩に勧められて契約した化粧品のマルチ取引》

《消費者へのアドバイス!! 》
☞
☞「儲かる」などの甘い言葉を信じて、安易に契約しないようにしましょう。借金をして契約しても、実際に
は利益が上がらず借金だけが残り、多重債務や自己破産につながるおそれがあります。

３　若者のマルチ取引に関するトラブル増加

　特に「20歳代」が88件と、相談全体の５割以上と極めて高い割合を占めており、取引さ
れる主な商品・サービスは、「化粧品」が23件と最も多くなっています。

友人など親しい人からの誘いであっても、契約する意思がない場合はきっぱりと断りましょう。

　友人など親しい関係を利用することが多く、勧誘者から目的を告げず呼び出されたり、
長時間の勧誘を受けて断りきれずに契約するケースが目立ちます。自ら勧誘することで人
間関係を壊すだけでなく、加害者になるおそれもあるなどリスクが高い取引のため注意が
必要です。

「マルチ取引※」の相談件数は170件で、前年度161件から9件増加しました。平成26年度
以降増加傾向が続いています。

※マルチ取引：商品やサービスを契約して、次は自分が買い手を探し加入させることによりマージンが得られる
仕組みで、次々に販売組織に加入させピラミッド式に拡大させていく商法

先輩に誘われファミレスにいくと、知らない男性がいて、化粧品を販売するネットワークビジネスの説
明を受けた。商品を購入し会員になって、人を誘うとマージンがもらえるといわれた。入会金が必要だ
が消費者金融から借金してもすぐに元が取れるといわれ契約してしまったが、商品は届かないし、先輩
から早く誰か紹介するようせかされ嫌になった。解約したい。（20歳代　男性）

事例４ 
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【マルチ取引の年齢別割合】 
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資料

1 相談受付状況

　　相　談　件　数 相談件数中の特殊販売件数

(内苦情件数) 苦情の割合 (内苦情件数) 苦情の割合

12,577 86.6% 6,759 96.9% 53.7%

(10,886) (6,549)

13,337 88.1% 6,856 97.4% 51.4%

(11,746) (6,678)

対 △ 760 △ 97

前 (△ 860) ＿ (△ 129) ＿ ＿

年 94.3% 98.6%

度 (92.7%) (98.1%)

　◆

　　　

  ◆

　　

件数 相談件数の推移

平成28年度

相談件数中の
特殊販売の

割　合

比率

平成28年度消費生活相談受付状況

滋 賀 県 県 民 生 活 部 県 民 活 動 生 活 課

滋 賀 県 消 費 生 活 セ ン タ ー

平成27年度

増減

本相談件数は、県内21の相談窓口において受け付けた一般消費者、団体、市町等の行
政機関などからの苦情、問合せ、要望件数をとりまとめたものです。

特殊販売とは、「訪問販売、通信販売、電話勧誘販売、マルチ取引、ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ･ｵﾌﾟｼｮ
ﾝ、訪問購入、その他無店舗」で、通常の店舗以外の販売形態です。
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相談件数 15,898 13,794 14,054 12,941 12,542 12,121 13,841 13,949 13,337 12,577

うち苦情件数 13,979 11,876 11,965 10,777 10,728 10,114 12,038 12,465 11,746 10,886
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県・市町別消費生活相談受付比率の推移

◆ 市町における消費生活相談体制の充実とともに、身近な相談窓口である
市町の消費生活相談窓口の相談受付割合が増加しています。

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

県 48% 43% 42% 37% 34% 34% 33% 32% 33% 31%

市町 52% 57% 58% 63% 66% 66% 67% 68% 67% 69%
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（１）契約当事者性別・年齢別相談件数

    性別

28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度

年齢別 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

２０歳未満 180 2.9% 218 3.3% 131 2.3% 146 2.4% 9 1.2% 12 1.6% 320 2.5% 376 2.8%

２０歳代 500 8.1% 546 8.4% 428 7.5% 502 8.3% 7 0.9% 4 0.5% 935 7.4% 1,052 7.9%

３０歳代 675 11.0% 818 12.5% 679 11.9% 721 11.9% 4 0.5% 7 1.0% 1,358 10.8% 1,546 11.6%

４０歳代 891 14.5% 954 14.6% 971 17.1% 1,047 17.2% 9 1.2% 6 0.8% 1,871 14.9% 2,007 15.0%

５０歳代 855 13.9% 919 14.1% 873 15.4% 769 12.6% 5 0.7% 5 0.7% 1,733 13.8% 1,693 12.7%

６０歳代 1,157 18.8% 1,140 17.5% 876 15.4% 883 14.5% 7 0.9% 8 1.1% 2,040 16.2% 2,031 15.2%

７０歳以上 1,329 21.7% 1,291 19.8% 1,302 22.9% 1,458 24.0% 16 2.1% 22 3.0% 2,647 21.0% 2,771 20.8%

不　明 551 9.0% 638 9.8% 425 7.5% 556 9.1% 463 61.4% 411 56.2% 1,439 11.4% 1,605 12.0%

団　体 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 234 31.0% 256 35.0% 234 1.9% 256 1.9%

　　計 6,138 100.0% 6,524 100.0% 5,685 100.0% 6,082 100.0% 754 100.0% 731 100.0% 12,577 100.0% 13,337 100.0%

（２）相談者性別・年齢別相談件数

　　性別

28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度 28年度 27年度

年齢別 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

２０歳未満 53 0.9% 47 0.8% 47 0.7% 42 0.6% 0 0.0% 0 0.0% 100 0.8% 89 0.7%

２０歳代 363 6.5% 406 6.9% 389 6.1% 424 6.2% 0 0.0% 0 0.0% 752 6.0% 830 6.2%

３０歳代 617 11.0% 756 12.8% 803 12.5% 853 12.5% 0 0.0% 0 0.0% 1,420 11.3% 1,609 12.1%

４０歳代 891 15.9% 972 16.4% 1,293 20.2% 1,432 21.0% 0 0.0% 1 0.2% 2,184 17.4% 2,405 18.0%

５０歳代 932 16.6% 1,012 17.1% 1,229 19.2% 1,212 17.8% 0 0.0% 0 0.0% 2,161 17.2% 2,224 16.7%

６０歳代 1,196 21.3% 1,152 19.5% 1,051 16.4% 1,102 16.2% 0 0.0% 1 0.2% 2,247 17.9% 2,255 16.9%

７０歳以上 1,172 20.9% 1,132 19.1% 1,182 18.5% 1,221 17.9% 0 0.0% 0 0.0% 2,354 18.7% 2,353 17.6%

不　明 395 7.0% 444 7.5% 412 6.4% 523 7.7% 13 2.4% 18 3.0% 820 6.5% 985 7.4%

団　体 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 539 97.6% 587 96.7% 539 4.3% 587 4.4%

　　計 5,619 100.0% 5,921 100.0% 6,406 100.0% 6,809 100.0% 552 100.0% 607 100.0% 12,577 100.0% 13,337 100.0%

（３）職業別相談件数

28年度 27年度 28年度 27年度

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

給与生活者 4,536 36.1% 4,666 35.0% 4,830 38.4% 4,967 37.2%

無職 3,301 26.2% 3,688 27.7% 2,957 23.5% 3,247 24.3%

家事従事者 1,887 15.0% 1,729 13.0% 2,375 18.9% 2,288 17.2%

自営・自由業 655 5.2% 687 5.2% 753 6.0% 771 5.8%

学生 471 3.7% 529 4.0% 215 1.7% 187 1.4%

行政機関・相談窓口 18 0.1% 22 0.2% 214 1.7% 238 1.8%

団体・不明 1,709 13.6% 2,016 15.1% 1,233 9.9% 1,639 12.3%

計 12,577 100.0% 13,337 100.0% 12,577 100.0% 13,337 100.0%

　　◆構成比の比率は、小数点第2位を四捨五入していますので、合計が100%にならない場合があります。

2　契約当事者・相談者の属性

男 女 団体・不明 計

職業別

団体・不明 計

区分 契約当事者 相談者

男 女
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（１）商品別（商品・役務・他の相談）相談件数

相談件数 ％ 相談件数 ％

商品一般 架空請求、商品が特定できないもの 581 4.6 760 5.7

食料品 健康食品、魚介類、飲料、野菜類、肉類 778 6.2 626 4.7

商 住居品 布団、浄水器、冷暖房機器 460 3.7 551 4.1

光熱水品 プロパンガス、電気、水道水、ガソリン 136 1.1 140 1.0

被服品 アクセサリー、婦人洋服、和服、かばん 404 3.2 426 3.2

保健衛生品 化粧品、医療用具、医薬品、理美容用具 289 2.3 260 1.9

教養娯楽品 新聞、電話機類、書籍印刷物、パソコン 800 6.4 863 6.5

品 車両・乗り物 自動車、オートバイ、自動車用品 334 2.7 328 2.5

土地･建物･設備 電気温水器、分譲マンション、戸建住宅 424 3.4 487 3.7

他の商品 農機具、貴金属 19 0.2 27 0.2

　商　　品　　計 4,225 33.8 4,468 33.5

クリーニング クリーニング 42 0.3 65 0.5

ﾚﾝﾀﾙ･ﾘｰｽ・貸借 賃貸アパート、リースサービス 441 3.5 502 3.8

役 工事･建築･加工 新築工事、屋根工事、増改築工事、塗装工事 363 2.9 379 2.8

修 理・補 修 修理サービス、車検サービス 193 1.5 204 1.5

管 理・保 管 マンション管理、管理保管サービス、パーキング 28 0.2 48 0.4

役務一般 複合サービス会員 68 0.5 70 0.5

金融・保険ｻｰﾋﾞｽ
フリーローン・サラ金､生命保険、未公開株、ファンド型投
資商品、公社債 1,022 8.1 1,199 9.0

運輸・通信ｻｰﾋﾞｽ
インターネット情報サービス、光回線・プロバイダ関連
サービス 3,520 28.0 3,524 26.4

教育サービス 学習塾、家庭教師 57 0.5 80 0.6

教養・娯楽ｻｰﾋﾞｽ 教室・講座、海外宝くじ、コンサート 321 2.6 305 2.3

保健・福祉ｻｰﾋﾞｽ 医療、エステ、害虫駆除、パーマ 518 4.1 541 4.1

務 他の役務
冠婚葬祭互助会、結婚相手紹介サービス､広告代理サービ
ス、外食 536 4.3 583 4.4

内職･副業 パチンコ関連内職､パソコン内職､配送内職 73 0.6 40 0.3

他の行政ｻｰﾋﾞｽ アンケート調査等 136 1.1 198 1.5

　役　　務　　計 7,318 58.2 7,738 58.1
個人間借金、相続、婚姻、交通事故等消費者問題以外の相
談 1,034 8.2 1,131 8.5

　総　　件　　数 12,577 100 13,337 100

　　　◆相談件数の比率は、小数点第2位を四捨五入していますので、合計が100%にならない場合があります。

平成28年度 平成27年度

 3 　商品別の相談受付件数

　　他の相談

　代表的な商品・サービスの例　　商品項目
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（２）商品・役務別　相談の年度推移

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

商　品 6,045 4,570 4,960 4,028 3,909 4,003 5,336 4,622 4,468 4,225

役　務 8,950 8,270 8,088 7,839 7,531 6,955 7,220 8,201 7,738 7,318

他の相談 903 954 1,006 1,074 1,102 1,163 1,285 1,126 1,131 1,034

合　計 15,898 13,794 14,054 12,941 12,542 12,121 13,841 13,949 13,337 12,577

（３）相談件数の上位２０品目

順位 件　数 順位 件　数

1 インターネット情報サービス 2,380 1 インターネット情報サービス 2,322

2 光回線・プロバイダ関連サービス 557 2 光回線・プロバイダ関連サービス 615

3 フリーローン・サラ金 440 3 フリーローン・サラ金 507

4 工事・建築 354 4 賃貸住宅 375

5 健康食品 353 5 工事・建築 361

6 賃貸住宅 344 6 健康食品 295

7 自動車 279 7 自動車 256

8 移動通信サービス 235 8 252

9 修理サービス 184 9 移動通信サービス 231

10 電話機・電話機用品 159 10 行政サービス 198

11 放送サービス 159 11 修理サービス 192

11 医療 152 12 電話機・電話機用品 171

13 相続 149 13 放送サービス 169

14 化粧品 148 14 空調・冷暖房・給湯設備 164

15 空調・冷暖房・給湯設備 141 15 医療 154

16 行政サービス 136 16 相続 142

17 飲料 123 17 教室・講座 132

18 新聞 121 18 新聞 120

19 紳士・婦人洋服 115 19 生命保険 119

20 金融関連サービス 113 20 金融関連サービス 108

平 成 28 年 度

商品・役務名

平 成 27 年 度

商品・役務名

架空請求
(インターネット情報サービス除く)
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40%
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80%

100%

他の相談 

役務(ｻｰﾋﾞｽ) 

商品 
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　分　類　項　目 相談件数 b  　b/a　％ 相談件数 b  　b/a　％ 

契 約 ・ 解 約 8,159 64.9 8,508 63.8

販 売 方 法 5,770 45.9 5,941 44.5

接 客 対 応 1,507 12.0 1,671 12.5

価 格 ・ 料 金 1,344 10.7 1,627 12.2

品質・機能、役務品質 1,280 10.2 1,452 10.9

表 示 ・ 広 告 822 6.5 740 5.5

法 規 ・ 基 準 597 4.7 723 5.4

安 全 ・ 衛 生 453 3.6 568 4.3

買 物 相 談 75 0.6 79 0.6

生 活 知 識 47 0.4 30 0.2

施 設 ・ 設 備 40 0.3 36 0.3

計 量 ・ 量 目 17 0.1 13 0.1

包 装 ・ 容 器 6 0.0 15 0.1

そ の 他 156 1.2 140 1.0

受付総件数  a 12,577 － 13,337 －

　※１件の相談で複数項目に該当するものあり

買物相談
生活知識
施設・設備
計量・量目

252
その他

計

4  内容別分類相談件数

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

0
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内容別分類による相談件数 

平成28年度 

平成27年度 
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％ ％

通信販売 4,195 33.4 3,952 29.6

店舗購入 2,872 22.8 3,069 23.0

訪問販売 1,101 8.8 1,174 8.8

電話勧誘販売 1,042 8.3 1,228 9.2

マルチ取引 170 1.4 161 1.2

訪問購入　 100 0.8 146 1.1

その他無店舗 90 0.7 142 1.1

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ･ｵﾌﾟｼｮﾝ 61 0.5 53 0.4

不明・無関係 2,946 23.4 3,412 25.6

12,577 100 13,337 100

◆

  

順位

1 2,286 131 344 27

2 227 100 97 24

3 145 97 58 20

4 89 89 52 19

5 79 74 26 12

件数 件数 件数 件数

211 15 5 4

２０歳代 398 48 30 88

３０歳代 562 77 56 20

４０歳代 742 127 116 14

５０歳代 687 117 120 11

６０歳代 724 190 201 13

556 392 402 14

315 135 112 6

4,195 1,101 1,042 170

※
主な商品・役務

訪問販売

ファンド型投
資商品修理サービス

空調・冷暖房・
給湯設備

健康食品 商品一般新聞

商品一般

光回線・プロバイダ
関連サービス

電話勧誘販売

化粧品

年齢 ※
主な商品・役務

※
主な商品・役務

通信販売

複合サービス
会員魚介類

（１）販売購入形態別相談件数

相談件数相談件数

平成27年度

マルチ取引訪問販売 電話勧誘販売

5　販売購入形態別相談件数

電気

インターネット
情報サービス

販売形態 平成28年度

放送サービス

通信販売

（２）特殊販売のうち主な販売購入形態別上位５品目

計

健康食品

※
主な商品・役務

化粧品

健康食品

複合サービス会
員(5)

放送サービス(7)

化粧品(23)

光回線・プロバイダ
関連サービス(2)

新聞(15)、空調・冷
暖房・給湯設備(15)

工事・建築(56)
光回線・プロバイダ
関連サービス(86)

マルチ取引

光回線・プロバイ
ダ関連サービス

内職・副業(3)２０歳未満
インターネット情
報サービス(140)

（３）特殊販売のうち主な販売購入形態別・契約当事者年齢別件数

　※「主な商品・役務」欄の記載は、最も相談の多い「商品・役務」名と相談件数を（ ）書きしたものです。

光回線・プロバイダ
関連サービス(30)

空調・冷暖房・給
湯設備(19)

光回線・プロバイダ
関連サービス(73)

７０歳以上

インターネット情
報サービス(460)

放送サービス(14)
インターネット情
報サービス(264)

インターネット情
報サービス(404)

インターネット情
報サービス(392)

放送サービス(8)
光回線・プロバイダ
関連サービス(16)

商品一般

化粧品(2)、複合
サービス会員(2)

インターネット情
報サービス(289)

無回答

工事・建築(33)

ファンド型投資
商品(3)

健康食品(3)、複合
サービス会員(3)

計

工事・建築

インターネット情
報サービス(218)

構成比の比率は、小数点第2位を四捨五入していますので、合計が100%にならない場合が
あります。

健康食品(5)

光回線・プロバイダ
関連サービス(52)

光回線・プロバイダ
関連サービス(60)
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6 危害・危険に関する相談件数 

商品項目

商品一般 4 1 0 1

食料品 30 23 7 12

住居品 15 18 7 30

光熱水品 1 0 0 2

被服品 5 3 1 1

保健衛生品 10 17 4 1

教養娯楽品 5 1 2 2

車両・乗り物 2 2 10 13

土地・建物・設備 1 2 2 1

他の商品 0 0 1 0

レンタル・リース・賃借 2 5 1 1

工事・建築・加工 0 2 2 2

修理・補修 0 0 1 1

運輸・通信サービス 0 1 1 0

教養･娯楽サービス 3 4 0 0

保健･福祉サービス 32 38 0 0

他の役務 4 2 1 0

計 114 119 40 67

※　

危　　害　 危　　険　

危　害 ： 商品・役務・設備に関連して、身体にけが、病気等の疾病（危害）を

　　　　　受けたという相談

危　険 ： 危害を受けたわけではないが、そのおそれがある相談

平成28年度 平成28年度平成27年度 平成27年度
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